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ま え が き 
 

今や、本格的な都市化と少子高齢化を前提とした経済社会の新たな基本的方向を探る時代

となってきている。都市雇用による新たな展望は、その基本的方向をより確かなものとする

ことが期待されている。 
総人口の減少と労働力人口の減少が基調となり、半数以上の人々が都市に暮らし、そして、

都市で働いている。また、相当数以上の人々は、高学歴者であり、人生 80 年時代の人生を

実践することが可能となっている。長期的にみると、戦後の高度経済成長という大きな構造

変化の成果ともいえる現在の様相は、日本の歴史上、初めてのことであろう。 
グローバル経済の下、これからの日本の経済社会は、これまであまり経験したことのない

大きな構造変化に対応していく過程を通じて、新たな経済発展の姿を創り出すことになろう。

それは、内外に開放的な経済成長を実現していくことであるのかもしれない。また、IT など

知識情報社会の構築など産業構造の高度化を目指すことなのかもしれない。さらには、地球

環境と持続的な経済発展を重視した技術進歩の寄与を期待することになるのであろう。 
一人一人が、自ら、どこでどのような暮らし方を選択し、あるいは、どこでどのような働

き方を選択するかについて、質の高い選択自由度のある社会の実現を目指す時代的要請が、

再度、高まっているのではないか。一人一人の要請に応えるには、世代別の雇用からみると、

若者世代から高齢世代までの働き方の構想が、あるいは、都市機能からみると、大都市から

小都市までの構想が、きめの細やかさと時代的変化に対応していることが重要となる。と同

時に、一人一人が、自らの暮らし方と働き方について自立的な選択をすることができるとい

う時代でもあろう。 
こうしたなか、雇用を重要な政策課題としてとらえた都市政策が必要となっており、労働

政策の分野において、都市政策と密接に関連する政策課題への要請が強まる時代になってい

る。従来型の都市政策・地域政策だけでなく、雇用や人間の潜在力を重視した政策が、地域

の活性化や持続的な発展を図るうえで必要である。同時に、労働政策においても、空間的な

視点からの都市と地方の雇用格差、あるいは地域産業の変動による新たな労働問題の展開へ

の政策含意が求められる。 
本報告書は、都市と雇用の諸課題を様々な角度から分析することにより、また、内外の都

市雇用に係る政策展開から得られる課題を探ることにより、研究成果をとりまとめたもので

ある。本報告書が、都市雇用の戦略課題に関心をお持ちの方に、いささかなりとも参考にな

れば幸いである。 
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